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裁決評釈 

 【免税事業者の還付申告に対する過少申告加算税】 

還付申告書の提出による還付金を受け取っていない場合であっても、

修正申告により還付金の額に相当する税額が減少する場合は過少申

告加算税賦課の対象になるとした事例 

国税不服審判所平成 23年 9月 30日裁決（裁決事例集 84号） 

札幌国税不服審判所長 

吉 田 初 志  

 

◆SUMMARY◆ 

 
国税通則法（以下「通則法」という。）第 65条《過少申告加算税》第 1項は、期限内申告
書（還付請求申告書を含む。）が提出された場合において、修正申告書の提出又は更正があっ
たときは、当該納税者に対し、その修正申告又は更正に基づき第 35 条第 2 項の規定により
納付すべき税額に一定の計算をした金額に相当する過少申告加算税を課する旨規定してい
る。本事案は、消費税の免税事業者である審査請求人が行った還付申告に関する修正申告に
対する過少申告加算税の賦課決定の可否が争われたものである。免税事業者が通則法第 65

条第 1項に規定する「納税者」に当たるのか、また、還付金を受け取っていない場合に「納
付すべき税額」が生じているのかなどが争点となった。本裁決は、いずれも関係条文の規定
から、請求人は「納税者」に当たり、還付金の額に相当する税額が修正申告により減少する
場合で還付金を受け取っていなくても「納付すべき税額」が生じているとし、過少申告加算
税の賦課要件を満たしているとしている。 

本稿は、同様の争点について判断した過去の公表裁決や裁判例と比較して、本裁決の妥当
性を検証するものである。（平成 26年 5月 30日税務大学校ホームページ掲載） 

（税大ジャーナル編集部） 
 

   

本内容については、すべて執筆者の個人的見解であり、

税務大学校、国税庁あるいは国税不服審判所等の公式見解

を示すものではありません。 
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１ 事案の概要 

本事案は、審査請求人（以下「請求人」と
いう。）が、消費税及び地方消費税の還付申告
をし、その後、原処分庁から当該課税期間に
おいて請求人はいわゆる免税事業者である旨
の指摘を受けて修正申告をしたところ、原処
分庁が、当該修正申告に基づいて過少申告加
算税の賦課決定処分を行ったのに対して、請
求人が、その全部の取消しを求めた事案であ
る。 

本事案の主たる争点は、①請求人は、通則
法第 65 条第 1 項に規定する「納税者」に該
当するか否か、及び②本件修正申告により、
通則法第 65 条第 1 項に規定する「納付すべ
き税額」が生じたか否かである。請求人は、
争点①については、消費税を納める義務が免
除されている免税事業者であるから通則法第
65条第 1項に規定する「納税者」には該当し
ない、争点②については、還付金を受け取っ
ておらず、税額のマイナスが減少したにすぎ
ないから、通則法第 65 条第 1 項に規定する
「納付すべき税額」は生じていない旨主張し
た。 

ほかに還付申告書が無効であるか否かなど
も争点となったが、本稿では、以上の 2点に
ついて検討する。 

 

２ 裁決の要旨 

争点①については、私人が自ら納税義務を

負担するとして納税申告をし、又は還付を受
けるべき税額があるとして還付請求申告をし
たならば、実体上の課税要件の充足を必要な
前提条件とすることなく、当該申告行為に租
税債権関係に関する形成的効力が与えられ、
税額の確定された具体的な納税義務又は還付
請求権が成立するものと解されることからす
れば、免税事業者が還付請求申告書を提出し、
その後、修正申告によって還付金の額に相当
する税額が減少した場合、その減少した還付
金の額に相当する税額の返還義務、すなわち、
納税義務を負うこととなるから、請求人は、
通則法第 2 条第 5 号に規定する「納税者」、
すなわち同法第 65 条第 1 項に規定する「納
税者」に該当するものと解するのが相当であ
るとした。 

争点②については、通則法第 65 条第 1 項
は、期限内申告書（還付請求申告書を含む。）
が提出された場合において、修正申告書の提
出があったときは、当該納税者に対し、その
修正申告に基づき過少申告加算税を課する旨
規定しているところ、同法第 35 条《申告納
税方式による国税等の納付》第 2項第 1号の
規定により、単に納付すべき税額が増加する
場合に限らず、還付金の額に相当する税額が
修正申告により減少する場合も、その減少す
る部分の税額について、過少申告加算税賦課
の対象としていることが明らかである。また、
関係各規定は、納税者が現実に還付申告書の
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とおりの還付を受けたか否かを区別していな
いことから、本件修正申告書によって生じた
納付すべき税額は、その還付金の額に相当す
る税額が現実に還付されているかどうかにか
かわらないとした。 

 

３ 評 釈 

⑴ 争点①について 

イ 条文の規定及びその解釈 
通則法第 65条第 1項は、期限内申告書（還
付請求申告書を含む。）が提出された場合にお
いて、修正申告書の提出等があったときは、
当該納税者に対し、過少申告加算税を課する
旨規定している。請求人の場合、消費税の免
税事業者（還付申告後に消費税課税事業者選
択届出書の提出がないことを指摘され、修正
申告した。) であるから、通則法第 65条第 1

項に規定する「納税者」に当たるか否かの疑
義が生じる。 

本裁決は、通則法第 65 条第 1 項に規定す
る「納税者」の意義について、「通則法第 2

条第 5号は、国税に関する法律の規定により
国税を納める義務がある者を納税者という旨
規定」しており、「両者は同じ意味で用いられ
ているものと解される」としている。 

さらに、「申告納税方式を採用している消費
税等については、いったん私人が自ら納税義
務を負担するとして納税申告をし、又は還付
を受けるべき税額があるとして還付請求申告
をしたならば、実体上の課税要件の充足を必
要的な前提条件とすることなく、当該申告行
為に租税債権関係に関する形成的効力が与え
られ、税額の確定された具体的な納税義務又
は還付請求権が成立するものと解される。こ
のことから、免税事業者が還付請求申告書を
提出した場合においても、当該申告書の提出
によって、課税標準額に対する消費税額及び
控除不足還付税額等の還付請求権が成立した
ものというべきであり、その後、修正申告に
よって還付金の額に相当する税額が減少した

場合、その減少した還付金の額に相当する税
額の返還義務、すなわち、納税義務を負うこ
ととなるものというべきである」という法令
解釈を示して、請求人は、修正申告によって
減少した還付金の額を原処分庁に対し返還す
る義務を負うこととなったのであるから、通
則法第 2 条第 5 号に規定する「納税者」、す
なわち同法第 65 条第 1 項に規定する「納税
者」に該当するものと解するのが相当である
とした。この判断は、下記ロの大阪高裁平成
16年判決や札幌地裁平成 17年判決の論旨を
踏まえたものと思われる。 

ここでは、たとえ免税事業者であっても、
修正申告により生じた還付金の額に相当する
税額の返還義務が納税義務であり（このこと
は、下記の争点②に関して述べるとおり、通
則法第 35条第 2項第 1号の規定により同法
第 19条第 4項第 3号ロに規定する還付金の
減少税額が、通則法第 65 条第 1 項に規定す
る「納付すべき税額」に当たることから）、納
税義務がある者が通則法第 65 条第 1 項及び
第 2条第 5号に規定する「納税者」であるか
ら、請求人は「納税者」に当たるとするもの
であり、本裁決の判断は妥当である。 

ロ 他の裁決事例や裁判例 

消費税の免税事業者も通則法第 65 条第 1

項に規定する「納税者」に当たるとした公表
裁決には、平成 16年 5月 10日裁決（裁決事
例集No.67－1頁）及び平成 22年 1月 7日裁
決（裁決事例集No.79）がある。 

平成 16年 5月 10日裁決では、「通則法上、
『納税者』とは、国税に関する法律の規定に
より国税を国に納付しなければならない者と
され、また、更正を受けた者は、『その更正前
の還付金の額に相当する税額がその更正によ
り減少するときは、その減少する部分の税額』
を国に納付しなければならないとされている。
したがって、還付金の還付を受けるための申
告書を提出した者が更正を受けたときには、
その者は通則法第 65 条第 1 項にいう『当該
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納税者』に該当することになる。なお、この
ときにおける租税法律関係については、納税
者の還付金の還付を受けるための申告により、
国は納税者に対して還付金を還付すべき義務
が発生するが、他方、その後に更正があった
場合には、納税者はそれにより減少した部分
の還付金を国に納付すべき義務が発生し、そ
して、これらの義務は併存し、国が確定申告
による還付金を還付する一方…、納税者は更
正により減少した部分の還付金を納税するこ
ととなるものであり、この納税者の還付金の
納付義務は、一般の納税義務の性質と異なる
ものではない」(1)としている。本事案は修正
申告の場合であり、平成 16 年裁決は更正の
事例ではあるが、ともに還付金を返還する義
務は納税義務であるから、請求人は「納税者」
に当たるとしている。なお、この理由は、免
税事業者に限らず、還付申告者一般にも該当
する。 

平成 22 年裁決は、直接、還付申告書を提
出した免税事業者が「納税者」に当たるか否
かが争われた事案ではないが、当該還付申告
書が通則法第 24条に規定する「納税申告書」
に該当するとしている。 

消費税の納税義務がない者により提出され
た還付申告書に対して更正が行われた場合に、
通則法第 65 条第 1 項に規定する「納税者」
か否かが争われた裁判例として、福岡高裁平
成 8年７月 17日判決（税資 220号 175頁、
1審は福岡地裁平成 7年 9月 27日判決・税
資 213号 728頁、上告審は最高裁平成 11年
6月 24日判決・税資 243号 737頁）、大阪高
裁平成 16年 9月 29日判決（税資 254順号
9760確定、1審は京都地裁平成 15年 7月 10

日判決・訟務月報 51巻 9号 2500頁）、札幌
地裁平成 17年 11月 24日判決（税資 255順
号 10208、確定）などがある。 

大阪高裁平成 16 年判決は、消費税の納税
義務者でない者による不正還付請求事件に関
するものであり、還付申告時点で消費税の納

税義務者でない者が、通則法第 65 条第 1 項
の「納税者」か否かが争われた事案である。
判決は、「申告納税方式の場合、一旦私人が自
ら納税義務を負担するとして納税申告をした
ならば、実体上の課税要件の充足を必要的な
前提条件とすることなく、同申告行為に租税
債権関係に関する形成的効力が与えられ、税
額の確定された具体的納税義務が成立すると
解するべきであるから、納税申告行為が無効
ではなく、有効に成立している以上、結果的
に実体上の課税要件事実が発生しなかったと
いうだけで、形成された納税義務者としての
地位が否定されるものではないと解される」
と述べた上で、Ｘは「本来消費税が免除され
ている小規模事業者であるが、自ら消費税課
税事業者選択届出書を提出したことによって、
消費税の納税義務者となったものであり」、本
件還付申告書の提出は、「その主体がＸであり、
かつ、被控訴人の意思に基づいて行われたも
のであることが明らかであるから、本件還付
申告は有効であ」り、したがって、Ｘは「本
件還付申告の時点では、具体的な納税義務は
ないものの、還付金の額を確定する前提とし
ての観念的・抽象的な納税義務はあり、これ
が本件更正処分により、還付金が減少された
ことにより、納税義務が具体化したものとい
うべきであるから、申告時点においても、被
控訴人は、納税義務を負っている、すなわち
『納税者』であると解して差し支えないもの
というべきであり、法 2条 5号及び 65条 1

項の『納税者』に該当するものと認めるのが
相当である」とした(2)。札幌地裁平成 17年判
決も、相続人Ｘらが免税事業者であった被相
続人の消費税還付申告について争われた事案
について、上記大阪高裁と同様の論旨から、
Ｘらは「本件更正処分によって本件還付申告
時から減少した部分の還付金を返還する義務
を負ったものであり、通則法 2条 5号に規定
する『納税者』及び同法 65 条 1 項に規定す
る『当該納税者』に当たるものと解するのが
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相当である」と判示している(3)。 

上記判決で判示されたとおり、申告納税方
式の場合、納税者による納税申告は、たとえ
その内容に誤りがあっても、申告行為が無効
でない限りは第一次的に税額が確定し、具体
的に納税義務（還付申告の場合は還付請求権）
が確定する。これを是正する手段として、通
則法では修正申告や更正によることが定めら
れている。修正申告や更正により増減した税
額の納付や還付の手続も通則法の規定による
ことになり、関連規定は、還付請求者が現実
に納税義務を負っているか否かを区別してい
ない（大阪高裁平成 16年判決）。修正申告や
更正による還付金の額に相当する税額の返還
義務は、まさに納税義務であり、上記イで述
べたとおり、当該申告者は通則法第 65条第 1

項に規定する「納税者」に当たるという判断
は妥当である。本件のように本来の納税義務
者でない者からの不正還付申告に対して、重
加算税（少なくとも過少申告加算税の要件は
満たす必要がある）が賦課されないというこ
とになれば、公平の観点からも問題であろ
う(4)。 

第１審の京都地裁平成 15 年判決は、Ｘは
本件還付申告の時点においては消費税の納税
義務者ではなかったことになるので、「本件還
付申告の後に本件更正処分がされたことに
よって、還付金全額が減少することになるけ
れども、この減少は、還付申告をした原告に
ついて消費税の納税義務が発生したり、増加
したことが判明したことによるものではない
ことは明らかであり、原告は、法 65 条 1 項
の当該納税者ではないことは明らかである」
として加算税の賦課決定処分を取り消してい
るが、この部分は上記大阪高裁平成 16 年判
決で取り消されており、京都地裁の判決の論
旨は疑問が残る(5)。 

福岡地裁平成 7年判決は、消費税の還付申
告について、「法が消費税の納税義務を負わな
い者に対して同税の還付を認めた以上、同じ

く同税の納税義務を負わない者に対して更正
により、実質的には右還付金の返還であると
ころの減少した還付金に相当する同税額の納
付を求めることは、法が当然に許容し、予定
しているものと解すべきである」とし、還付
申告者を「納税者」ではないとみているよう
に読めるものの、結論として、過少申告加算
税の賦課は相当としている。 

ここで、免税事業者が提出した還付申告書
が納税申告書かどうかの疑問が起こるが、通
則法第 2 条第 6 号は、「納税申告書」とは申
告納税方式による国税に関し国税に関する法
律の規定により次に掲げるいずれかの事項そ
の他当該事項に関し必要な事項を記載した申
告書をいい、国税に関する法律の規定による
国税の還付金の還付を受けるための申告書で
これらのいずれかの事項を記載したものを含
むものとする旨規定しており(6)、免税事業者
が提出した還付申告書も法に規定された必要
事項が記載されている限り納税申告書である
と解される(7)。 

⑵ 争点②について 

イ 条文の規定及びその解釈 

通則法第 65 条第 1 項は、修正申告又は更
正に基づき第 35 条第 2 項の規定により納付
すべき税額に 100分の 10の割合を乗じて計
算した金額に相当する過少申告加算税を課す
る旨規定している。本事案の場合、請求人は
還付金をまだ受け取っておらず、還付金の額
に相当する税額が減少したのみである。その
ような場合に、過少申告加算税の基礎となる
通則法第 65 条第 1 項に規定する「納付すべ
き税額」が生じているか否かが問題となる。 

本裁決は、「ここでいう『納付すべき税額』
とは、還付金の額に相当する税額を減少させ
る修正申告についていえば、通則法第 35 条
第 2項第 1号の規定により、同法第 19条第 4

項第 3号ロに規定する『その申告前の還付金
の額に相当する税額がその申告により減少す
るときは、その減少する部分の税額』を指す
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ものであり、単に納付すべき税額が増加する
場合に限らず、還付金の額に相当する税額が
修正申告により減少する場合も、その減少す
る部分の税額について、過少申告加算税賦課
の対象としているのは明らかである」とし、
このことは、「通則法第 65条第 4項が修正申
告等前の税額の括弧書として『（還付金の額に
相当する税額を含む。）』と規定し、修正申告
によって減少する還付金の額に相当する税額
が、過少申告加算税賦課の対象とされること
を当然の前提としていることからも裏付けら
れる」としている。「そして、上記各規定は、
納税者が現実に還付請求申告書のとおりの還
付を受けたか否かを区別していないことから、
本件修正申告書によって生じた納付すべき税
額は、その還付金の額に相当する税額が現実
に還付されているかどうかにかかわらず、…
本件修正申告書により減少した還付金の額に
相当する税額…であることは明らかである。」
としている。 

修正申告により還付金の額に相当する税額
が減少する場合、当該減少額が、通則法第 65

条第 1項に規定する「納付すべき税額」に当
たることについては、通則法第 65 条第 1 項
及びその引用する同法第35条第2項第1号、
第 19条第 4項第 3号ロの解釈として妥当で
ある(8)。また、還付金をまだ受け取っていな
い場合は、当初申告で確定した還付金が修正
申告又は更正により納付すべきとされた本税
に充当されるために、現実に当該本税の納付
手続を必要とすることはないであろうが、本
裁決が述べているとおり、通則法第 65条第 1

項をはじめ関連条文では、還付金を受け取っ
ていない場合を除外しておらず、受け取って
いるかどうかを区別していない以上、修正申
告による還付金の額に相当する税額の減少額
が通則法第 65 条第 1 項に規定する「納付す
べき税額」に当たり、過少申告加算税の対象
となると解するのが相当である(9)。このこと
は、免税事業者に限らず通常の還付申告で過

大な還付申告をした場合でも還付金を受け
取っているかいないかで過少申告加算税がか
かるか否かが変わるとすると、過少申告加算
税制度の趣旨からも公平上の問題が生じるで
あろう(10)。 

ロ 他の裁決事例や裁判例 

還付金が還付される前に過少申告加算税の
賦課決定処分がされ、通則法第 65 条第 1 項
に規定される「更正処分により納付すべき税
額」が生じているか否かが争われた公表裁決
事例として、平成 7年 11月 6日裁決（裁決
事例集No.50－1頁）がある。 

当該裁決事例は、「通則法第 65条第 1項は、
期限内申告書が提出された場合において、修
正申告書の提出又は更正があったときは、当
該納税者に対し、その修正申告又は更正に基
づき同法第 35 条第 2 項の規定により納付す
べき税額に 100分の 10の割合を乗じて計算
した金額に相当する過少申告加算税を課する
旨規定しているところ、同項第 2号及び同法
第 28条第 2項第 3号イないしハの規定の内
容からみて、この『更正に基づき同法第 35

条第 2項の規定により納付すべき税額』には、
同法第 28条第 2項第 3号イの更正により増
加する部分の納付すべき税額のほか、同号ロ
の更正により減少する部分の還付金の額に相
当する税額が含まれることは明らかというべ
きであり、還付金の額に相当する税額につい
て還付を受けたか否かを問わないと解するの
が相当である」とし、「なお、このように解す
ることは、過少申告加算税が、申告納税方式
による国税について、適正な申告をしなかっ
た者に対し行政上の制裁を加えることにより、
申告秩序の維持を図ることを目的として課さ
れるものであると解されていることからみて
も、首肯されるところである」として、還付
されていない部分についても通則法第 65 条
第 1項に規定する「納付すべき税額」に当た
るとしている。 

裁判例では、まず、還付金の額に相当する
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税額が減少したにすぎない場合に通則法第
65条第 1項に規定する「納付すべき税額」が
生じるか否かが争われたものとして、上記(1)

のロに掲げた福岡高裁平成 8年 7月 17日判
決（1審は福岡地裁平成 7年 9月 27日判決、
上告審は最高裁平成 11年 6月 24日判決）、
札幌地裁平成 17年 11月 24日判決のほか、
東京高裁平成 9年 6月 30日判決（税資 223

号 1290頁・確定。1審は水戸地裁平成 8年 2

月 28日判決・訟務月報 43巻 5号 1376頁）
(11)などがある。いずれも通則法第 65 条第 1

項に規定する「納付すべき税額」が生じると
判示している。 

札幌地裁平成 17年判決は、「通則法 65条 1

項は、期限内申告書（還付請求申告書を含む。）
が提出され、その後更正があった場合におい
て、その更正に基づき同法 35 条 2 項の規定
により納付すべき税額を基礎として過少申告
加算税を賦課すると規定し、同項 2号は、更
正通知書に記載された同法 28条 2項 3号イ
からハまでに掲げる金額を『更正により納付
すべき税額』とし、さらに、同号ロは、更正
通知書には『その更正前の還付金の額に相当
する税額がその更正により減少するときは、
その減少する部分の税額』を記載しなければ
ならないと規定している。そうすると、上記
各規定の文言に照らせば、通則法は、単に納
付すべき税額が増加する場合に限らず、還付
金の額に相当する税額が更正により減少する
場合についても、その減少する部分の税額に
ついて過少申告加算税賦課の対象としている
ことは明らかであり、このことは、同法 65

条 4項が、更正前の税額の括弧書として『（還
付金の額に相当する税額を含む。）』と規定し、
更正によって減少する還付金の額に相当する
税額に対しても、過少申告加算税が賦課され
ることを当然の前提としていることからも裏
付けられるところである」と判示している。
この判決の事案は、修正申告によってではな
く、更正により還付金の額が減少することと

なったものであるため、本裁決の事案とは関
係条文の一部が異なるが、本裁決と同様の論
旨で関係条文の解釈から判断しており、妥当
な判断である。福岡高裁平成 8年判決（1審
の福岡地裁平成 7年判決も）、水戸地裁平成 8

年判決も同様の論旨であり、東京高裁平成 9

年判決は、消費税の還付金に関する租税法律
関係から、「納税者の修正申告による還付金納
付義務は、一般の納税義務の性質と異なるも
のではなく」、通則法第 65条第 1項に規定す
る「納付すべき税額」が存在すると判示して
いる。 

次に、上記各裁判例は、還付金を受け取っ
ていない場合についても過少申告加算税の対
象になるか否かが争われており、いずれも対
象になると判示している。 

東京高裁平成 9 年判決は、「納税者の修正
申告による還付金納付義務は、一般の納税義
務の性質と異なるものではなく、先に還付金
を受領していたか否かによって本来の性質が
変わるものでもない」とし、「所得税、消費税
等の国税については、納税者の申告により確
定することを原則としていて、その申告の意
義は重要であるから、適正な申告をしない者
に対しては、そのこと自体について、一定の
制裁を加え、その申告秩序を維持することが
強く要請されるのであり、そのために行政上
の制裁の一環として過少申告加算税が設けら
れているのである。したがって、過大な還付
金を申告した場合には、その還付金が納税者
に還付されているかどうかにかかわらず、右
申告について過少申告税が賦課されるのは当
然というべきである」と判示している。第 1

審の水戸地裁平成 8 年判決も、通則法第 65

条第 1 項の規定は「『納付すべき税額』の用
語を必ずしも実際に出捐行為を伴うものに限
定して使用しているわけではない」とし、同
法第 35条第 2項及び第 19条第 4項第 3号ロ
の規定について「還付金の還付がなされな
かった場合についてはこれを除外する旨の規
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定が設けられていない以上、本件のような場
合であっても、過少申告加算税賦課の対象に
なるものと解すべきである」と判示し、福岡
地裁平成 7年判決も「通則法 65条 1項は、
還付請求申告書が提出された場合において更
正があったときは所定の計算方法による過少
申告加算税を課すべきことを定めており、現
実に右還付請求申告書のとおりの還付がなさ
れたか否かを区別していない」と判示してい
る。札幌地裁平成 17 年判決も、過少申告加
算税制度の趣旨から、過少申告加算税が賦課
されるのは当然のことであると判示している。 
上記各裁判例で判示されているとおり、申
告納税制度は、納税者の適正な申告により支
えられ、それを前提として成り立つ制度であ
るから、過大な還付申告がされた場合には、
納税者自身が自主的に修正する場合を除き、
過大に申告したこと自体が問題であり、現実
に還付金を受け取ったか否かに関わらない。
申告納税制度を維持するためには、還付金を
受け取っていない場合においても、ペナル
ティーとしての加算税の対象にすることが必
要であり、法令解釈としても妥当である。 

⑶ 本裁決の位置付け及び射程 

本裁決は、消費税の免税事業者の還付申告
について修正申告又は更正があった場合の過
少申告加算税の賦課決定処分に関する先例裁
決や裁判例の判断を受け継いだものである。
先例があるので、本裁決が先例とは言えない
が、消費税の免税事業者の還付申告に関する
修正申告に対して、還付金を受け取っている
かいないかに関わらず過少申告加算税の対象
になることについては、その解釈が定まって
いると考えられ、本裁決は、その流れを明確
にした 1事例と位置付けられよう。 

本裁決は、還付申告の修正申告の場合の事
例であるが、還付申告について更正があった
場合についても、同じく通則法第 65 条第 1

項により過少申告加算税の対象とされており、
同条中で引用される条文が、修正申告の場合

は同法第 19条第 4項第 3号、更正の場合は
同法第 28条第 2項第 3号イからハまでと異
なるものの、相互に対応した規定であり、更
正の場合も射程範囲となる。本稿で紹介した
各先例裁決や各裁判例には、修正申告のもの
と更正のものがある。また、本裁決は、消費
税の免税事業者による還付申告の事例である
が、消費税の課税事業者の還付申告に関する
修正申告や更正の場合においても、還付金を
受け取っているかどうかに関わらず過少申告
加算税の対象となることは同様であり、申告
納税方式をとる他の税目にも当てはまる。 

 

４ まとめ 

本裁決は、消費税の免税事業者の還付申告
に関する修正申告に対して、還付金を受け
取っているかいないかに関わらず過少申告加
算税の対象になることなどを通則法第 65 条
第 1項をはじめ関連条文を丁寧に解釈して先
例に沿った結論を導いている。本裁決は、こ
れまでの裁決事例や裁判例の流れを明確にし
た一つの具体的な事例を示しており、今後の
参考になろう。 

なお、実務上、平成 12年 7月 3日付課消 2

－17ほか国税庁長官通達「消費税及び地方消
費税の更正等及び加算税の取扱いについて
（事務運営指針）」のⅡの 3《免税事業者であ
ることが判明した場合の還付申告に係る加算
税》において、消費税の還付申告後に税務調
査等により免税事業者であることが判明した
ときは、修正申告又は更正により納付すべき
税額に過少申告加算税を課する旨定められて
いる。 

 

                                                      
(1) 東京高判平成 9年 6月 30日税務訴訟資料 223

号 1290頁を参照している。 

(2) 本裁判例の解説として、森冨義明「判批」判例
タイムズNo.1215（2006）258－259頁参照。こ
こでは、本判決の位置付けとして、これまで意識
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して論じられることの少なかった「納税者」の意
義について一つの見解を示すものとしている。 

(3) 金子宏『租税法〔第 18 版〕』（弘文堂、2013）
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『最新判例による国税通則法の法解釈と実務（三
訂版）』（大蔵財務協会、2010）995－1006 頁、
花角和男・小林幹雄「判批」税大ジャーナル 1号
（2005）99－113頁参照。 

(4) 品川芳宣「判批」ＴＫＣ税研情報 Vol.13No.2

（2004）60－61頁参照。 

(5) 京都地裁の判断に疑問を呈するものとして、品
川・前掲注 4・51－62 頁、賛成するものとして
八ツ尾順一「事業者でなかった者がした消費税還
付申告と重加算税」税務事例 Vol.36No.2（2004
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